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上野千鶴子『ケアの社会学』第５章「家族介護は「自然」か」

本書を通じて上野が議論しているのは老人介護の問題である。それを「ケア」という、より上位の（つまり育児・介助・介護を含む）概念を用いて論じるのは、問題を広げるどころか、むしろ焦点化する意図がある。「ケアは「ジェンダーまみれ」の用語であり、ケア問題とはジェンダー問題である」（51）と上野は考えるからである。老人介護の問題もまた、「ケア」の問題として、すなわち女性の社会的問題として考えねばならないというのが、上野の立場である。
　その上で、老人介護の問題はどう考えうるのか。それをジェンダー問題として考えたとき、上野が最初に問題視するのが、「家族介護」の自明性である。歴史的に見れば、かつては栄養水準や衛生水準の低さから人々の死亡率が高く、きょうだい数の多さから子世代の親世代との同居確立が低かったことなどから、「家族介護」が一般的ではなかったことが知られている。「家族介護」は決して「自然」なものではなく、「創られた伝統」に過ぎない。しかし、だから上野は「家族介護」を廃止すべきであると言うのではない。これまで一般的に「家族介護」は介護のもっとも「のぞましい」形態だと考えられてきたし、現にそう考えられている。その考えの補強に「家族介護」の「創られた伝統」が一役買ってきたのだが、実際は、「家族介護」は非常に問題含みであり、だからこそ、可能な限り介護を「社会化」するべきだというのが上野の主張である。
「家族介護」が問題なのは、何よりもまず、それがこれまで、そして現在も女性に不当に押しつけられた不払い労働としてあったということである。実際に60年代の末から現在に至るまで、数多くの団体が、「家族介護」の「脱自然化」を、介護のジェンダー・バイアスの改革として推し進めてきた事実とその経緯が、3節で語られている。しかし、問題はそれだけではない。数多くの事例から、「家族介護」が高齢者にとって必ずしも肯定的に受容されるとは限らず、むしろ否定的な結果を生む場合が多いことが分かっている（自殺率の高さなど）、だからこそ、介護は社会化すべきなのである（4節）。
ところがその社会化が、女性をますます家庭に押し込む形でなされてきたのが、日本の高齢化福祉のこれまでの流れであった。介護保険の制度設計そのものが、同居の家族介護者（もっぱら女性）の献身を当てにして組み立てられてきた（5節）。80年代に、被雇用者の無業の配偶者の保険料免除が制度化されるなど、「専業主婦優遇策」が次々に実施されるが、これは専業主婦が介護労働に携わる枠組みをますます強化するものであり、また、それは働く女性にとって不公平な措置であり、女性の社会進出は絶えず阻まれ続けてきた。働く女性と専業主婦の分断・対立が先鋭化される結果となったのである。
「なぜ女ばかりが看取るのか」という問題は介護をめぐって、これまでほとんど問われてこなかった。上野は、「家族介護」に関する心理学の統計調査や、ソーシャルワーク論における家族ストレス研究などに触れている（6節）が、いずれも介護のアウトソーシングなどを通じた、女性の家庭からの解放に問題が焦点化されてこなかったことに苛立ちを示している。介護論をめぐって、常に「家族介護」が最善だという暗黙の前提が働いている。こうした制度や言説が、介護者の女性自身が、自らに介護責任があると考えて、介護労働者として「自己決定」をするという構造を生み出しているのである（7節）。
⇒介護は女性に不当に押し付けられている。「家族介護」は要介護者にとっても決して最善のものではない。
・疑問点：後半部分で語られた「市場の失敗」と「家族の失敗」の問題が、「なぜ女ばかりが看取るのか」という問題とどのように関係しているのか、クリアに理解できなかった。また、それが4章で語られた「再生産労働」の議論とどう関係しているのか。本質的な問題がここにあるような気がするのだが。


